
1 

  マイナビ ツール・ド・九州２０２６大分・熊本ステージ（仮称） 

熊本エリア機運醸成業務委託に係るプロポーザル実施要領 
 

本要領は、くまもっと旅スポコミッション（以下「コミッション」という。）が所管す

るマイナビ ツール・ド・九州２０２６大分・熊本ステージ（仮称）熊本エリア機運醸成

業務委託に係るプロポーザル実施要領（以下、「本業務」という。）の契約候補者を公募

型プロポーザル方式により選定するための手続きについて、必要な事項を定めるもので

ある。 

 

１ 委託業務名 

マイナビ ツール・ド・九州２０２６大分・熊本ステージ（仮称）熊本エリア機運醸成 

業務委託 

 

２ 委託業務内容 

  別添「マイナビ ツール・ド・九州２０２６大分・熊本ステージ（仮称）熊本エリア機

運醸成業務委託仕様書」のとおり 

 

３ 委託期間 

  契約締結の日から令和８年（２０２６年）１２月２５日（金）まで 

 

４ 契約限度額 

  ２２，０００千円（消費税及び地方消費税額を含む）を上限とする。 

  提示額は提案に当たっての目安（上限）となる額であり、契約額は別途設定する予定

価格の範囲内で決定することとなるため、提示額とは必ずしも一致しない。 

 

５ 参加資格 

  次に掲げる要件の全てを満たす法人又は団体とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に

該当しない者であること。コンソーシアムの場合は、構成員全てがこの要件を満

たしていること。 

（２）次のいずれにも該当しない者であること。コンソーシアムの場合は、構成員全

てがこの要件を満たしていること。 

ア 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項の規定による再

生手続開始の申立をした者又は同条第２項の規定による再生手続開始の申立

をされた者。 

イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項の規定による更

生手続開始の申立をした者又は同条第２項の規定による更正手続開始の申立

をされた者。 
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ウ 国又は地方公共団体による指名停止処分を受けている者。 

（３）都道府県税、消費税及び地方消費税並びに熊本県及び熊本市と直接取引する本

店又は支店、営業所等の所在地の市町村税の滞納がないこと。コンソーシアムの

場合は、構成員全てがこの要件を満たしていること。 

（４）宗教活動や政治活動を活動目的としていないこと。コンソーシアムの場合は、

構成員全てがこの要件を満たしていること。 

（５）手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があるな

ど、経営状態が著しく不健全でないこと。 コンソーシアムの場合は、構成員全て

がこの要件を満たしていること。 

（６）賃金不払に関する厚生労働省からの通報が知事に対してあり、当該状態が継続

している場合であって、明らかに受託者として不適当と認められる者でないこと。 

コンソーシアムの場合は、構成員全てがこの要件を満たしていること。 

（７）当該法人の役員が、次の各号のいずれにも該当する者でなく、かつ、次のイ及

びウに掲げる者がその経営に実質的に関与していないこと。コンソーシアムの場

合は、構成員全てがこの要件を満たしていること。 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第

７７号。以下（「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下

同じ。） 

イ  暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

エ 当該法人若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与え

る目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者  

オ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直

接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者  

カ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

（８）コンソーシアムで参加する場合は、次の事項に注意すること。 

ア 代表団体を選出し応募に関するやり取りについては、代表団体が行うこと。 

イ 参加表明書の記名押印等については、参加者全員が行うこと。  

ウ 提案については、一参加者につき一提案に限る。また、グループの構成員

は、他のコンソーシアムの構成員となること、又は単独で提案を行うことは

できない。 ただし、企画提案時点で単独又は他コンソーシアムの構成員とな

っていた事業者が、事業受託事業者決定後に、他の事業者又はコンソーシア

ムから業務の一部を受託することは可能である。 

 

６ 選定方法 

  公募型プロポーザル方式とする。応募書類とプレゼンテーションによる審査を行い、

最も優れた提案を行った者を、受託候補者として選定する。 
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７ 質問書 

本プロポーザルに参加を希望する者からの質問を次のとおり受け付ける。 

なお、質問は提出書類の記載方法及び仕様書の内容等に関するものに限る。 

（１）提出書類 

   質問書（様式１） 

（２）提出方法 

質問書を、本実施要領の末尾に記載の電子メールアドレス宛てに電子メールにより

提出し、必ず提出日のうちに、本実施要領の末尾に記載の担当者に提出した旨を電話

連絡すること。 

なお、電話又は口頭のみでの質問は一切受け付けない。 

（３）提出期限 

 令和８年（２０２６年）４月２７日（月） 

   平日 ９：００～１７：００ 

   ※最終日については正午までとする。 

（４）質問への回答 

質問書に対する回答は、電子メールで回答する。なお、回答は、必要に応じて熊本県ホ

ームページに掲載するとともに、参加者全員に知らせる場合がある。 

 

８ 参加申込み 

  参加希望者は、提出書類に必要事項を記入し、下記のとおり提出すること。 

（１）提出書類 

ア 参加表明書（様式第２号）  

イ 添付書類 

（ア）誓約書（様式第３号）    

（イ）企画提案参加者の同種業務の実績（様式第４号） 

（ウ）会社概要及び業務実施体制調書（様式第５号）  

（エ）貸借対照表及び損益計算書（直近１事業年度分） 

（オ）定款の写し 

（カ）事務所の履歴事項全部証明書（発行後３ヶ月以内、写し可） 

（キ）納税証明書（消費税及び地方消費税に未納がないことの証明並びに熊本県税に

未納がないことの証明） 

※様式については、提出日時点において記載すること。 

※熊本県競争入札参加資格（業務委託）を有する参加希望者については、上記（ア）、

（エ）～(キ)の提出は不要とするが、資格審査結果通知書の写しを提出すること。 

（２）提出部数 

   各１部 

（３）提出期限及び提出方法 

令和８年（２０２６年）５月１日（金） 
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   平日 ９：００～１７：００ 

   ※最終日については正午までとする。 

持参又は郵送とし、郵送の場合は期限内必着とする。 

（４）提出先 

本実施要領の末尾提出先に提出すること。 

 

９ 企画提案書 

（１）企画提案書 

次の項目を盛り込んで作成すること。 

ア 表紙（様式第６号） 

イ 概要・企画コンセプト 

※今回提案する企画の概要をＡ４版縦１枚で分かりやすく簡潔にまとめること。 

ウ 企画の提案とその理由 

エ 企画内容に応じたスケジュール（管理運営計画含む） 

オ 本業務に携わるスタッフの役割、特長（強みなど）、実績等 

カ 参考見積額 

※見積書は自社様式とする。但し、業務項目ごとの内訳を記載すること。 

（２）提出部数 正本１部 副本５部 

（３）提出期限及び提出方法 

令和８年（２０２６年）５月１２日（火） 

   平日 ９：００～１７：００ 

   ※最終日については正午までとする。 

持参又は郵送とし、郵送の場合は期限内必着とする。 

（４）提出先 

本実施要領の末尾提出先に提出すること。 

（５）注意事項 

ア 提案者名は、提案書の表紙（様式第６号）以外には記入しないこと。 

イ サイズは原則Ａ４版とし、クリップ止め（テープ等で止めない）をすること。 

ウ 期限までに提出されなかった提出書類は、いかなる理由でも受け付けない。 

エ 原則として、提出後における提出書類の返却、差替え及び再提出は認めない。 

 

１０ 応募者（参加表明書・企画提案書提出者）が多寡となった場合の措置 

（１）応募者がいなかった場合は、再度公告し、参加表明に関する書類の提出期限を延

長する。この場合、必要に応じてスケジュールの変更を行うものとする。 

（２）応募者が１社の場合でもプレゼンテーション審査を実施する。 
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１１ プレゼンテーション審査の実施 

（１）開催日程等 

   ア 日時 

     令和８年（２０２６年）５月１５日（金） 

     ※時間の詳細はプロポーザルの参加希望者別に別途連絡 

   イ 場所 

     熊本県庁内会議室（詳細は参加希望者別に別途連絡） 

   ウ プレゼンテーションの持ち時間 

     提案を行う者１者につき２５分間（最初の１５分で提案者による提案準備・説

明、その後残り１０分で審査員による質疑）を予定。 

   エ プレゼンテーション者 

     体制に記載されたリーダー（受託した場合、コミッション担当者との窓口とな

る者）を含んだ３名以内とする。 

   オ プレゼンテーションの際の注意事項 

     企画提案書に記載された内容の説明を前提としており、記載のない内容につい

て説明があった場合は、採点対象としないので注意すること。 

（２）審査方法 

    企画提案書等及びプレゼンテーションの内容に基づき、次の審査項目について、

複数人の審査員による審査を行い、結果、各審査員の評価点の合計点が最も高い者

を受託候補者として採択する。ただし、採用基準点を３０点とし、各審査員の合計

が採用基準点に満たない場合は、採用しない。 

（３）審査基準 

評価項目 評価内容 配点 

基本事項 ・課題整理や業務内容の理解ができているか。 ５ 

業務遂行

能力 

・業務遂行に必要な組織体制が構築されているか。 

・本業務遂行に資する業務の実績はあるか。 

１４ 

企画提案

内容 

 

・次の各項目において、より良い業務成果が見込める提案か。 

①自転車や大会、地域の魅力を伝えられるものになっている

か。 

②企画実施へ向けた工程管理とスケジューリングは適切か。 

③本事業の目的が達成できる効果的な内容及び手法となっ

ているか。 

④集客のための効果的な方法が検討されているか。 

２４ 

概算経費 

 

・見積額は妥当か。 

・コスト削減に向けた工夫が図られているか。 

７ 

合計 ５０ 
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１２ 契約の締結等 

（１）契約の方法 

    地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号により随意契約とし、熊本県会計

規則第９５条第１項第１号の規定により単独見積とする。 

    契約に当たっては、熊本県会計規則第７７条の規定により契約保証金を納付する

こと。なお、納付された契約保証金は、契約の相手方が契約上の義務を履行したと

きに還付する。ただし、熊本県会計規則第７８条の規定に該当する場合（※）、契約

保証金は免除する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）契約内容 

    企画提案書等に基づき改めて契約候補者と協議を行い、見積書を徴した上で、別

途設定する予定価格の範囲内で契約を締結する。ただし、協議が整わない場合又は

契約候補者が辞退した場合は、次点の事業者（採用基準点を満たす者に限る。）と協

議を行い、同様に見積書を徴した上で、予定価格の範囲内で契約を締結する場合が

ある。 

（３）契約に当たっての留意事項 

    コミッションと受託者との委託契約については、事前に仕様書で双方の意思確認

を行う。 

 

１３ 実施スケジュール 

 令和８年（２０２６）年 ４月２０日（月） プロポーザル募集要項等ＨＰ公表 

             ４月２７日（月） 質問書 提出期限（正午必着） 

             ５月 １日（金） 参加表明書 提出期限（正午必着） 

             ５月１２日（火） 企画提案書 提出期限（正午必着） 

             ５月１５日（金） プレゼンテーション審査（予定） 

 

１４ その他の留意事項 

（１）手続において使用する言語は日本語、通貨は日本国通貨によるものとする。 

（２）企画提案書の作成、提出等に要する費用は、全て提案者の負担とする。 

（３）提出された提案書は、契約候補者の選定以外に使用しない。 

 

※熊本県会計規則第７８条の規定に該当する場合（契約候補者決定後、申請が必

要） 

ア 保険会社との間に熊本県を被保険者とする履行保証保険契約を締結した場合 

イ 熊本県の入札参加資格を有し、過去２年の間に国又は地方公共団体と本業務

と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結してこれらを

全て誠実に履行しており、かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと

認められる場合 
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（４）企画提案書に含まれる著作権、特許権等、日本国の法令に基づいて保護される第三

者の権利の対象となっているものを使用した結果生じた責任は、提案者が負う。 

（５）企画提案に際しては、業務委託先として採用されないこともある点に十分注意のう

え、関係者とトラブルがないようにすること。 

（６）次の事項に該当する場合は、無効又は失格となることがある。 

  ア 関係書類の提出方法、提出先又は提出期限が守られなかったとき。 

  イ 関係書類に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないとき。 

  ウ 関係書類に記載すべき事項以外の内容が記載されているとき。 

  エ 申請書に虚偽の内容が記載されているとき。 

  オ その他、委託者の判断で審査を行うにあたって不適当と認められるとき。 

（７）参加申請手続きを行った後、都合により企画提案に参加しないこととなった者は、

参加辞退届（様式第７号）を提出すること。 

 

１５ 提出先及び問い合わせ先 

  くまもっと旅スポコミッション事務局（熊本県観光文化部スポーツ交流企画課内） 

  担当：立川（たちかわ）、小谷（こたに） 

   〒８６２－８５７０ 

   熊本県熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号 

   電話番号 ０９６－３３３－２３５６ 

   電子メールアドレス supokoryu@pref.kumamoto.lg.jp 
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